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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第41期 

第３四半期 
連結累計期間 

第42期 
第３四半期 
連結累計期間 

第41期 

会計期間 
自平成26年４月１日 
至平成26年12月31日 

自平成27年４月１日 
至平成27年12月31日 

自平成26年４月１日 
至平成27年３月31日 

売上高 （百万円） 161,733 164,947 252,982 

経常損益（△は損失） （百万円） △3,705 △3,352 4,228 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損益（△は損失） 
（百万円） △3,023 △3,039 1,852 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △2,868 △3,515 2,641 

純資産額 （百万円） 42,205 43,137 47,714 

総資産額 （百万円） 122,428 124,377 129,480 

１株当たり四半期（当期） 

純損益金額（△は損失） 
（円） △45.62 △45.86 27.95 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 34.5 34.7 36.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △27,192 △18,489 △5,023 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △3,405 △3,460 △3,540 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △1,096 △844 △1,121 

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高 
（百万円） 11,478 10,736 33,555 

 

回次
第41期

第３四半期
連結会計期間

第42期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △14.29 △5.65

 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．上記売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純損益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純損益」としております。

４．第41期第３四半期連結累計期間及び第42期第３四半期連結累計期間については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を記載しておりません。

また、第41期については、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を記載して

おりません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1) 業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間の業績は、次のとおりであります。

  当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減（率）

売上高（百万円） 164,947 161,733 ＋3,214 （＋2.0％）

営業利益（百万円） △3,287 △3,867 ＋579 （－）

経常利益（百万円） △3,352 △3,705 ＋352 （－）

親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
△3,039 △3,023 △15 （－）

 

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、中国を始めとするアジア新興国等の景気の下振れが懸念されること

などから、先行きが不透明な状況が続いたものの、政府の各種景気刺激策の効果等により、引き続き緩やかな回復

基調で推移しました。

住宅業界におきましては、雇用・所得環境の改善が続いているほか、住宅ローン減税拡充や省エネ住宅ポイント

制度に加え、住宅取得資金に係る贈与税の非課税措置の延長・拡充等の諸施策が講じられていることなどにより、

新設住宅着工戸数については、持ち直しの傾向が続きました。

このような事業環境の中で、当社グループは、当社の強みであるオーダーメイドの家づくりを訴求するととも

に、住まいによる健康への関心が高まるなか、独自の「プレミアム・モノコック構法」の優れた断熱性・気密性に

高効率健康空調システム「スマートブリーズ」を組み合わせた「健康住宅」を前面に掲げた広告展開及び営業戦略

を徹底することなどにより、更なるブランド力の向上と受注拡大に努めました。加えて、引き続き、業務の効率化

並びに着工・引渡の平準化を推進することなどにより、グループ全体でのコストダウンを図り、収益力の向上に注

力しました。

新築事業において、期首の受注残高が前期を下回っていたことにより売上が減少したものの、リフォーム・リニ

ューアル事業及び賃貸管理事業において、売上が増加したことにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は、

1,649億４千７百万円（前年同期比2.0％増）となりました。増収により売上総利益が増加したことに加え、販売費

及び一般管理費が減少したこともあり、営業損失は、32億８千７百万円（前年同期比５億７千９百万円の損失改

善）、経常損失は、33億５千２百万円（前年同期比３億５千２百万円の損失改善）となりました。また、展示用建

物等の固定資産除却損の計上などにより、親会社株主に帰属する四半期純損失は、30億３千９百万円（前年同期比

１千５百万円の損失増加）となりました。 

なお、当社グループでは第４四半期連結会計期間に完成する建築請負工事の割合が大きいため、第３四半期連結

累計期間の売上高の連結会計年度の売上高に占める割合が相対的に低くなっております。
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セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

 

当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減

売上高

（百万円）

営業利益

（百万円）

売上高

（百万円）

営業利益

（百万円）

売上高

（百万円）

営業利益

（百万円）

新築 109,978 △2,856 111,969 △3,202 △1,990 ＋345

リフォーム・リニューアル 25,931 354 21,734 168 ＋4,197 ＋185

賃貸管理 16,788 1,027 15,720 796 ＋1,067 ＋231

住宅関連部資材販売 12,249 304 12,309 368 △60 △64

調整額 － △2,117 － △1,998 － △119

合計 164,947 △3,287 161,733 △3,867 ＋3,214 ＋579

 （注）各セグメントの売上高は、外部顧客に対する売上高を記載しております。

 

①新築事業

住まいによる健康への関心が高まるなか、独自の「プレミアム・モノコック構法」の優れた断熱性・気密性に

高効率健康空調システム「スマートブリーズ」を組み合わせた「健康住宅」を前面に掲げた広告展開及び営業戦

略を徹底することなどにより、更なるブランド力の向上と受注拡大に努めました。また、「暮らし方から考える

オーダーメイド」をコンセプトに、ポスト団塊ジュニア世代を中心とする30歳台から40歳台前半の「無理をせず

等身大で生活する。しかし自分の好きなことにはとことんこだわる」という価値観を意識したオーダーメイド住

宅「SONOMA」（ソノマ）に加え、街のランドマークとなるファサード、のびやかに広がる大空間、こもり感のあ

る快適な屋根裏空間を実現し、新しい平屋のライフスタイルを提案する「WESTWOOD」（ウエストウッド）を発売

するなど、オーダーメイドの家づくりを一層訴求することにより、競争力の強化を図りました。加えて、相続税

が課税強化されたことを念頭に、地主・オーナー向けに節税対策を意識した賃貸住宅建築についてのセミナーを

開催するなど、賃貸住宅の更なる受注拡大に注力しました。

期首の受注残高が前期を下回っていたことなどから、売上高は、1,099億７千８百万円（前年同期比1.8％減）

となりましたが、販売費及び一般管理費が減少したことなどにより、営業損失は、28億５千６百万円（前年同期

比３億４千５百万円の損失改善）となりました。

 

＜売上高の内訳＞

  当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減（率）

建築請負（百万円） 88,026 94,544 △6,518 （△6.9％）

不動産分譲（百万円） 7,857 3,751 ＋4,105 （＋109.5％）

その他関連収益（百万円） 14,094 13,673 ＋421 （＋3.1％）

合計（百万円） 109,978 111,969 △1,990 （△1.8％）

 

＜受注状況＞

  当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減

受注高

（百万円）

期末受注残高

（百万円）

受注高

（百万円）

期末受注残高

（百万円）

受注高

（百万円）

期末受注残高

（百万円）

建築請負 102,258 121,373 102,991 125,695 △733 △4,321

不動産分譲 6,781 1,961 4,928 2,297 ＋1,853 △336

合計 109,039 123,334 107,920 127,993 ＋1,119 △4,658

（注）受注高は、「建築請負」については期中受注工事高、「不動産分譲」については期中契約高を記載してお

ります。 

 

- 3 -



②リフォーム・リニューアル事業

住宅リフォームにおいては、オーナー向けリフォーム情報の提供及びオーナーズデスクにおける各種対応など

により、20万件を超える三井ホームオーナーとのリレーション強化を図り、経年別建物点検と連動したメンテナ

ンスリフォームに加え、創エネ・蓄エネ機器設置の提案、家族構成やライフスタイルの変化に対応するプラン提

案等に注力しました。この結果、住宅リフォームの受注高は前年同期を上回りました。 

オフィス・商業施設においては、三井不動産グループにおけるシナジー効果もあり、オフィス工事の大型案件

等による売上が増加しました。

期首の受注残高が前期を上回っていたことに加え、受注も増加したことなどから、当セグメント全体の売上高

は、259億３千１百万円（前年同期比19.3％増）、営業利益は、３億５千４百万円（前年同期比110.2％増）とな

りました。

 

＜売上高の内訳＞

  当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減（率）

住宅リフォーム（百万円） 15,516 13,766 ＋1,750 （＋12.7％）

オフィス・商業施設（百万円） 10,312 7,861 ＋2,450 （＋31.2％）

その他関連収益（百万円） 102 105 △3 （△3.2％）

合計（百万円） 25,931 21,734 ＋4,197 （＋19.3％）

 

＜受注状況＞

  当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減

受注高

（百万円）

期末受注残高

（百万円）

受注高

（百万円）

期末受注残高

（百万円）

受注高

（百万円）

期末受注残高

（百万円）

住宅リフォーム 17,457 6,036 14,789 4,828 ＋2,667 ＋1,208

オフィス・商業施設 12,744 5,197 11,204 4,522 ＋1,540 ＋674

合計 30,202 11,233 25,994 9,351 ＋4,207 ＋1,882

（注）受注高は、期中受注工事高を記載しております。 

 

③賃貸管理事業

賃貸管理戸数の増加及び空室率の改善により、売上高は、167億８千８百万円（前年同期比6.8％増）、営業利

益は、10億２千７百万円（前年同期比29.1％増）となりました。

 

＜管理戸数＞

  当第３四半期末 前第３四半期末 前期末

三井ホーム施工物件（戸） 17,358 17,092 17,403

他社施工物件（戸） 13,293 12,726 13,112

合計（戸） 30,651 29,818 30,515
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④住宅関連部資材販売事業

国内において、主に構造材の取扱棟数が減少したことなどにより、売上高は、122億４千９百万円（前年同期

比0.5％減）、営業利益は、３億４百万円（前年同期比17.4％減）となりました。

 

＜国内：構造材取扱棟数＞

  当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減

構造材（棟） 2,392 2,504 △112

 

＜北米：パネル・トラス取扱量＞

    当第３四半期累計 前第３四半期累計 増減

パネル
戸数 405 280 ＋125

床面積（平方フィート） 411,853 396,809 ＋15,044

トラス
戸数 360 289 ＋71

範囲面積（平方フィート） 405,457 450,952 △45,495

（注）１平方フィートは、約0.093平方メートルに相当します。

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ228億１千８百万円減少し、107億３千６百万円となりました。

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、184億８千９百万円（前年同期比87億３百万円減）となりました。当社グル

ープでは、建築請負工事の売上高が第４四半期連結会計期間に偏ることから、第３四半期連結累計期間の売上高

の連結会計年度の売上高に占める割合が相対的に低くなり、また、第３四半期連結会計期間末の受注残高が前連

結会計年度末より増加します。このため、税金等調整前四半期純損失の計上と工事代金の支払等により使用する

資金が、獲得資金を上回る傾向にあります。当第３四半期連結累計期間におきましても、この傾向にあり、税金

等調整前四半期純損失の計上37億５千７百万円、未成工事支出金の増加149億１千９百万円及び仕入債務の減少

52億６千９百万円等により、使用資金が獲得資金を上回りました。

なお、前第３四半期連結累計期間と比較して使用資金が減少した主な要因は、工事代金の支払等による使用資

金が、前第３四半期連結累計期間より減少したことなどであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、34億６千万円（前年同期比５千４百万円増）となりました。主なものは、展

示用建物等の有形固定資産の取得15億４千６百万円及び持分法適用関連会社等に対する短期貸付金の増加10億２

千７百万円であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、８億４千４百万円（前年同期比２億５千２百万円減）となりました。主なも

のは、配当金の支払10億５千８百万円であります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

(4) 研究開発活動

当社グループ（当社及び連結子会社）は、高性能・高品質な健康住宅の供給及びスマート設備等の様々な技術の

実用化に向け、主として当社の生産技術本部、技術研究所及び三井ホームコンポーネント㈱において住生活向上・

エネルギー利用の効率化・環境の低炭素化のための基礎的研究や開発等（住宅部資材・設備・工法・性能等）を行

うとともに、当社の商品開発部において新商品に関する研究開発活動を実施しており、当第３四半期連結累計期間

の研究開発費の総額は、３億１千２百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 187,000,000

計 187,000,000

 

②【発行済株式】

種類
 第３四半期会計期間末
 現在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 66,355,000 66,355,000
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は1,000株であ

ります。

計 66,355,000 66,355,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 66,355 － 13,900 － 3,475

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 

普通株式      79,000
－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 66,086,000 66,086 同上

単元未満株式 普通株式   190,000 － －

発行済株式総数       66,355,000 － －

総株主の議決権 － 66,086 －

  （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数１個）含ま 

   れております。

     ２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が233株含まれております。

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三井ホーム株式会社
東京都新宿区西新宿

２－１－１
79,000 － 79,000 0.11

計 － 79,000 － 79,000 0.11

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省

令第14号）に準じて記載しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 10,655 7,836 

受取手形及び売掛金 7,006 6,302 

完成工事未収入金 6,294 3,771 

リース投資資産 1,391 1,422 

有価証券 303 178 

未成工事支出金 11,595 26,515 

販売用不動産 7,253 10,690 

仕掛販売用不動産 1,963 1,418 

商品及び製品 1,258 1,448 

仕掛品 167 174 

原材料及び貯蔵品 2,397 2,698 

営業立替金及び営業貸付金 10,114 11,540 

関係会社預け金 23,000 3,000 

その他 6,070 8,918 

貸倒引当金 △141 △135 

流動資産合計 89,330 85,781 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 9,909 8,742 

土地 14,683 14,527 

その他（純額） 1,453 1,752 

有形固定資産合計 26,046 25,021 

無形固定資産    

その他 2,507 2,619 

無形固定資産合計 2,507 2,619 

投資その他の資産    

退職給付に係る資産 1,534 1,259 

その他 10,311 9,862 

貸倒引当金 △250 △167 

投資その他の資産合計 11,595 10,955 

固定資産合計 40,149 38,596 

資産合計 129,480 124,377 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

工事未払金 19,136 14,194 

買掛金 14,835 14,469 

短期借入金 42 310 

未払法人税等 1,205 616 

未成工事受入金 16,875 25,144 

完成工事補償引当金 1,273 1,215 

資産除去債務 72 74 

その他 16,794 13,615 

流動負債合計 70,235 69,640 

固定負債    

退職給付に係る負債 8,313 8,433 

役員退職慰労引当金 149 154 

資産除去債務 575 533 

その他 2,491 2,476 

固定負債合計 11,530 11,599 

負債合計 81,766 81,240 

純資産の部    

株主資本    

資本金 13,900 13,900 

資本剰余金 14,145 14,145 

利益剰余金 34,795 30,696 

自己株式 △44 △45 

株主資本合計 62,798 58,697 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 514 403 

繰延ヘッジ損益 8 △9 

土地再評価差額金 △15,749 △15,749 

為替換算調整勘定 700 237 

退職給付に係る調整累計額 △557 △442 

その他の包括利益累計額合計 △15,084 △15,559 

純資産合計 47,714 43,137 

負債純資産合計 129,480 124,377 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 161,733 164,947 

売上原価 127,664 130,432 

売上総利益 34,069 34,515 

販売費及び一般管理費 37,936 37,802 

営業損失（△） △3,867 △3,287 

営業外収益    

受取利息 40 26 

保険配当金 111 62 

為替差益 159 48 

その他 53 37 

営業外収益合計 365 174 

営業外費用    

支払利息 3 3 

持分法による投資損失 100 148 

その他 99 86 

営業外費用合計 203 239 

経常損失（△） △3,705 △3,352 

特別損失    

固定資産除却損 174 355 

減損損失 18 － 

事務所移転費用 50 50 

特別損失合計 244 405 

税金等調整前四半期純損失（△） △3,949 △3,757 

法人税等 △925 △718 

四半期純損失（△） △3,023 △3,039 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △3,023 △3,039 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

四半期純損失（△） △3,023 △3,039 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 96 △109 

繰延ヘッジ損益 76 △17 

土地再評価差額金 － △0 

為替換算調整勘定 △125 △462 

退職給付に係る調整額 114 131 

持分法適用会社に対する持分相当額 △5 △17 

その他の包括利益合計 155 △475 

四半期包括利益 △2,868 △3,515 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,868 △3,515 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純損失（△） △3,949 △3,757 

減価償却費 2,258 2,243 

減損損失 18 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 △88 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 348 224 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 394 404 

受取利息及び受取配当金 △48 △33 

支払利息 3 3 

売上債権の増減額（△は増加） 4,557 3,167 

リース投資資産の増減額（△は増加） △250 △31 

営業立替金及び営業貸付金の増減額（△は増加） △584 △1,425 

未成工事支出金の増減額（△は増加） △13,828 △14,919 

販売用不動産の増減額（△は増加） △3,806 △2,891 

たな卸資産の増減額（△は増加） △642 △516 

仕入債務の増減額（△は減少） △9,915 △5,269 

未成工事受入金の増減額（△は減少） 5,417 8,269 

その他 △5,632 △2,215 

小計 △25,656 △16,835 

利息及び配当金の受取額 52 33 

利息の支払額 △4 △5 

法人税等の支払額 △1,584 △1,682 

営業活動によるキャッシュ・フロー △27,192 △18,489 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △1,590 △1,546 

無形固定資産の取得による支出 △922 △703 

短期貸付金の純増減額（△は増加） △746 △1,027 

その他 △146 △181 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,405 △3,460 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） － 271 

配当金の支払額 △1,058 △1,058 

その他 △38 △57 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,096 △844 

現金及び現金同等物に係る換算差額 20 △23 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △31,674 △22,818 

現金及び現金同等物の期首残高 43,152 33,555 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 11,478 ※ 10,736 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

企業結合に関する会計基準等の適用 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを

行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

税金費用については、「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」第19項の規定により、「中間財務諸表

等における税効果会計に関する実務指針」第12項（法定実効税率を使用する方法）に準じて計算しております。

 

（表示方法の変更）

四半期連結キャッシュ・フロー計算書

前第３四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「無

形固定資産の取得による支出」は、金額的重要性が増したため、第１四半期連結会計期間より独立掲記しており

ます。この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っ

ております。

この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキ

ャッシュ・フロー」の「その他」に表示していた△1,068百万円は、「無形固定資産の取得による支出」△922百

万円、「その他」△146百万円として組み替えております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 偶発債務

住宅ローン利用者の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。なお、保証残高

相当額の担保を設定しております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

住宅ローンの金融機関に対する保証 1,569百万円 1,368百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

売上高の季節的変動 

前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

当社グループは、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が大きいため、第

３四半期連結累計期間の売上高の連結会計年度の売上高に占める割合は相対的に低くなっております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

現金及び預金勘定       8,578百万円       7,836百万円

預入期間が３か月を超える定期預金       △100百万円       △100百万円

関係会社預け金勘定       3,000百万円       3,000百万円

現金及び現金同等物           11,478百万円           10,736百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日 

定時株主総会
普通株式 530 8 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

平成26年10月30日

取締役会
普通株式 530 8 平成26年９月30日 平成26年12月２日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日 

定時株主総会
普通株式 530 8 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

平成27年10月29日

取締役会
普通株式 530 8 平成27年９月30日 平成27年12月２日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  新築 
リフォーム 
・リニュー 
アル 

賃貸管理 
住宅関連 

部資材販売 
調整額 
(注)１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
 (注)２ 

売上高            

(1)外部顧客への売上高 111,969 21,734 15,720 12,309 － 161,733 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
443 250 84 1,536 △2,315 － 

計 112,412 21,985 15,804 13,846 △2,315 161,733 

セグメント利益又は損失（△） △3,202 168 796 368 △1,998 △3,867 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△1,998百万円には、セグメント間取引消去８百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△2,007百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  新築 
リフォーム 
・リニュー 
アル 

賃貸管理 
住宅関連 

部資材販売 
調整額 
(注)１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
 (注)２ 

売上高            

(1)外部顧客への売上高 109,978 25,931 16,788 12,249 － 164,947 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
561 125 65 1,612 △2,364 － 

計 110,539 26,056 16,853 13,862 △2,364 164,947 

セグメント利益又は損失（△） △2,856 354 1,027 304 △2,117 △3,287 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△2,117百万円には、セグメント間取引消去29百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△2,147百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △45円62銭 △45円86銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）
△3,023 △3,039

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）（百万円）
△3,023 △3,039

普通株式の期中平均株式数（株） 66,279,826 66,276,594

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成27年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

中間配当による配当金の総額                 530百万円

１株当たりの金額                        ８円

支払請求の効力発生日及び支払開始日         平成27年12月２日

（注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月12日

三井ホーム株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 柿沼 幸二   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 松本 大明   印 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三井ホーム株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井ホーム株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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